第40号様式の３（第31条関係）
	受付印
	
	処理事項
	電算登録
	
	納税者番号

	
	
	
	
	
	

	
	
	住所
	（電話　　―　　―　　　　）

	年　　月　　日　
	ふりがな
事業主氏名
	印　

	　県税事務所長　あて
	個人番号
	

	
	生年月日
	　　　　　　　年　　月　　日生


	
	連絡先
（昼間の連絡先）
	（電話　　―　　―　　　　）

	事業開始等申告書（個人事業税）

	開　廃　等　の　区　分(ア)
	開始　　廃止　　変更

	開廃等の年月日
	年　　月　　日

	廃止
開始
	事業所所在地
	

	
	屋号・店舗名
	


	の場合
	
	

	
	事業の内容
	

	変更の場合
	変更事項
	住所　事業所所在地
送付先　事業内容
その他（　　　　）
	（新）

	
	
	
	（旧）

	
	(イ)
	
	

	廃業の理由が法人設立に伴うものである場合
	法人名
	代表者名
	

	
	所在地
	設立登記
	年　　月　　日

	備考
	

	
	関与税理士
	（電話　　―　　―　　　　）


注　１　(ア)及び(イ)欄は、該当する項目を○で囲んでください。
２　事業の内容については、できるだけ詳しく記入してください。
３　納税通知書等の送付について住所以外を希望される場合は、備考欄に送付先として郵便が届くように記入してください。
４　事業承継による開始又は廃止の場合は、前事業主が提出する申告書にあつては承継者の、承継者が提出する申告書にあつては前事業主の住所及び氏名を備考欄に記入してください。
（裏面もお読みください）

【個人番号（マイナンバー）について】

「個人番号」とは、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（以下、番号法）第２条第５項に規定する個人番号をいいます。
【個人番号（マイナンバー）を記載した申告書の提出時の本人確認について】

　個人番号（マイナンバー）を記載していただく場合は、番号法第16条に基づき「本人確認」を行いますので、個人番号カード（マイナンバーカード）等、個人番号と身元が確認できる書類（原本）をご持参ください。（郵送の場合は写しを同封してください。）

※個人番号（マイナンバー）確認処理事項（申告者の記載は不要です）
	番号記載あり
□
	　本人
	Ⅰ 番号確認
	Ⅱ 身元（実存）確認
	Ⅲ 廃棄

	
	
	　マイナンバーカード
（原本）
　マイナンバーカード
（両面の写し）
　通知カード*
　個人番号記載の住民票
	　マイナンバーカード
　（原本）
　マイナンバーカード
　（両面の写し）
　運転免許証、旅券等
　官公署発行の書類
　その他（　　　　　　）
	　マイナンバーカード（両面の写し）廃棄
（廃棄年月日：　　　　　　）

	
	　代理人
	Ⅰ 代理権確認
	Ⅱ 代理人身元（実存）確認
	Ⅲ 本人の番号確認

	
	
	　戸籍全部事項証明書等
（法定代理人）
　委任状（任意代理人）
　納通
	　マイナンバーカード
　運転免許証、旅券等
　官公署発行の書類
　その他（　　　　　　）
	　本人のマイナンバーカード
　本人の通知カード又は写し*
　本人の個人番号記載の住民票の写し

	番号記載なし
□
	　番号不明のため記載なし
　拒否されたため記載なし
　代理権が確認できないため記載なし
　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


*通知カード…R2.5.25以後に氏名、住所等の記載事項に変更があった場合は利用不可。
個人番号通知書…確認書類としての利用は不可。
